
05地方都市・立地適正化研究

持続可能な地方都市のあり方を考える

Study on Provincial City and Location Normalization Plan

■活動地域
立地適正化計画作成都市（約 250 都市）

■活動期間
2019 年 4 月～継続中

■活動体制
工学院大学　野澤研究室／星研究室

■活動キーワード
人口現象／少子高齢化／コンパクトシティ／地方都市
立地適正化計画

■2019 年度活動メンバー
M１：浅川遥友、宮崎裕子
B４  ：生山雄基、松村叡英

　本研究室では、他大学も交えて 2015 年度から
2018 年度まで、函館市を対象に市街地の基礎的調
査を行うことで、これからの時代に求められる新
しい居住の場・住まい方のあり方について知見を
得るための研究を行ってきた。2019 年 3 月には、
３カ年のまとめとして、函館で公開研究会を執り
行い、専門家や一般市民への研究発表と意見交換
を行った。

これまでの活動

　近年、我が国では都市政策としてコンパクトシ
ティを指向し、都市の集約化を図っている。H26
年には立地適正化計画の策定が法的に位置付けら
れ、既成住宅市街地を居住誘導区域の内と外に分
けることとなった。本調査研究では、立地適正化
計画の分析や典型的地方都市へのヒアリング調査
を行うことで、居住誘導区域の設定が人々の生活
にどのような影響を与えるか考察し、地方都市の
あり方を考えていく上での基礎的かつ重要な知見
を得ることを目的に活動する。

今年度の活動の目的
　本調査研究では、全国自治体の立地適正化計画
を総体として分析するために、2019 年 5 月 1 日時
点で立地適正化計画を作成している 247 都市を対
象として研究を進める。中でも、居住誘導区域を
市街化区域に対して狭く設定している都市や、居
住誘導区域外に対して独自の考え方を持っている
都市、積極的な居住誘導を行なっている都市など
は事例研究の対象として選定し、ヒアリング調査
を行う。

研究の対象都市

居住誘導区域外

都市機能誘導区域

居住誘導区域内

居住誘導区域外
となった市街地

居住誘導区域内
となった市街地

●…ヒアリング対象都市
むつ市青森市

吉岡町

本庄市

上越市安曇野市

豊橋市刈谷市

大野市

伊賀市

敦賀市

舞鶴市

阿南市

北九州市

大分市

長崎市

函館市の夜景



【計画書の読み取り】
　Web を中心として収集した立地適
正化計画のドキュメントから、居住
誘導区域の範囲やその設定の理由等
を読み取り、市街化区域の範囲・人
口のデータ等との比較分析を行った。
そこから居住誘導区域と市街化区域
の面積比・人口比毎に分類し、全国
自治体の指定状況を分析・考察する
際の参考とする基礎資料を作成した。

今年度の活動内容

【ヒアリング調査】
　計画書の内容把握やアンケート調査
から、事例調査に適した都市を抽出し、
12 月から１月の期間に全 16 都市へヒ
アリング調査を行った。ヒアリング調
査では、計画書やアンケートで気になっ
た点や不明点、計画実現へ向けた都市
計画制度と立地適正化計画制度の運用
のあり方などを明確にした。調査結果
は各対象都市別にカルテを作成し、そ
れぞれの都市の特徴が分かりやすいよ
うにまとめた。

【GIS による作業】
　計画書やアンケートからは読み取れ
ない情報を把握するため、立地適正化
計画に記載されている誘導区域の範囲
図と国土地理院基盤地図情報を使用し、
対象とする 247 都市の居住誘導区域と
都市機能誘導区域のポリゴンデータを
作成した。これにより、居住誘導区域
内外の人口動態など、数値情報をビジュ
アル的な情報として把握できるように
なった。

【アンケート調査】
　2019 年 5月時点で立地適正化計画を
作成している 247 都市に対し、計画作
成の経緯や居住誘導区域の設定につい
て、詳細を把握するためにアンケート
調査を行った。（回答率は 66.80%）
　得られた回答をもとに、居住誘導区
域外に対し独自の考えを持っている都
市や、積極的な誘導策を講じている都
市を抽出し、事例調査の対象を選定す
る際の参考とした。

刈谷市役所 阿南市役所

NOZAWA LABORATORY


